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「建設材料・機械・監理プロセスでのCO2排出削減効果の定量化等による建設分野のGXの推進」の全体像（位置づけ）
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・建設材料や建設関連貨物などサプライチェーンを含めた建設現場におけるCO2排出量は、全排出量の約１割強。
・2050年カーボンニュートラル実現に向け、インフラ分野においてはサプライチェーンを含めた建設・維持管理段階全体で、脱炭素化の取組を進めていく必要がある。
・低炭素化に資する技術は既に存在しているものの、建設工事に係る技術や工法によるCO2排出削減効果の評価手法は統一されておらず、適切な評価基準が不足してい
ることが、建設分野全体のGX化の障壁となっている。

・本施策は、建設材料・機械・監理プロセスを対象に、CO2排出削減量算定マニュアル等の策定を行うことで、建設分野のGX化を図る。

背景・課題

建設分野における2050年カーボンニュートラル化のイメージ全排出量における建設業(土木・建築)の排出量割合

建設業（土木・建築）計：概ね１割強
※道路、治水、下水道、公園、港湾、空港における排出量の試算値（維持管理段階については空港を除く）
※Scope1：事業者の直接排出、Scope2：事業者の間接排出、Scope3：サプライチェーン排出

建
設
分
野
のG

X

化

低
炭
素
化
技
術
等
を
適
切
に
評
価

す
る
た
め
の
仕
組
み
を
構
築

民間・大学による技術開発

CO2排出削減量算定
マニュアル等の策定

本施策の実施内容

建設業（土木・建築）計：概ね１割強
※道路、治水、下水道、公園、港湾、空港における排出量の試算値（維持管理段階については空港を除く）
※Scope1：事業者の直接排出、Scope2：事業者の間接排出、Scope3：サプライチェーン排出
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GX実現に向けた基本方針 ：「建設施工に係る脱炭素化の促進を図る」
統合イノベーション戦略2022：「ＣＯ2削減に資する材料については、…開発した材料の現場への導入を推進」

各種政府戦略において施策内容を位置づけ
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「建設材料・機械・監理プロセスでのCO2排出削減効果の定量化等による建設分野のGXの推進」の概要
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【背景・現状・課題】
・CO2を吸収して造るコンクリート等の技術開発等、「低炭素化」の基盤となる技術は既に存在し、一部は実装。
・一方、建設工事に係る技術や工法によるCO2排出量や削減量の計測手法は統一されていないため、公共工事でのCO2排出減を適切に評価できていない。

【施策内容】

・CO2排出削減量算定マニュアルを整備し、我が国「低炭素技術」の見える化を図るとともに、「低炭素技術」に適応したガイドラインを策定する。

【研究開発等の目標】（BRIDGE実施期間で目指す目標）
・カーボンニュートラル化に資する建設材料・機械・監理プロセスを対象に、CO2排出削減効果の定量化を図る。

【社会実装の目標】（BRIDGE終了後の社会実装の目標）
「グリーン産業」に向けた方向性が明確になり、「公的固定資本形成のGX化」に資する民間研究開発投資が誘発することで、脱炭素分野の国際競争力の強
化を図る。

【対象施策の出口戦略】（BRIDGE終了後に各省庁で実施する施策）
CO2排出削減量算定マニュアルをもとに算出するCO2排出削減量を踏まえ、個々の技術等を適切に評価するための仕組みを構築する。

CO2排出量算定の基本的考え方

・ 各社が開発・保有する材料・技術ごとに
実際の「消費量」「活動量」に「原単位」を
乗じて推計。

・ 各社の推計の標準となる、排出量算出
のためのマニュアル整備等が必要。

CO2排出削減量は「実排出量」と「基準排出量」の差として定義

・ 発注者側の積算の元となっている材料・技
術や、過去の平均値などに基づき、積算上
の工法ごとに「標準設計」を決定。

・ 「標準設計」に基づく「消費量」「活動量」を
想定し左記と同じ原単位を乗じて「基準排
出量」を推計。



イノベーション化に向けた工程表

BRIDGEの実施内容（Y1）

出口戦略

低炭素技術の
現行基準類への反映
基準案の新規策定
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計算手法に係る共通基
準の作成／付加価値の
定量的な評価方法の検
討／既存技術の類型化

CO2排出削減量算定マニュアル等の策定
TRL3~5（技術コンセプトの確認～想定使用環境でのテスト）
・実工事現場へのヒアリング調査等の実施
・排出量算定マニュアルの原案の策定
・基準排出量の算定方法の原案の策定
・電動小型バックホウのガイドライン（案）の策定

実施済
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